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気候変動対策と
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低炭素社会に踏み出す世界
ＣＯＰ１３，ＣＯＰＭＯＰ３決定

➢ ＣＯＰ１３決定 バリ・ロードマップ
米国も参加し、2013年以降に空白期間を設けないよう、2009年合意に向けて交
渉プロセスを開始。

✓先進国 国別算定・報告・検証可能な適切な排出削減数値目標等
✓途上国 持続可能な発展の文脈のもとで、技術、資金、能力開発に支援されて、

ある程度、算定・報告・検証可能な国別排出削減行動
➢ＣＯＰ／ＭＯＰ３決定
✓京都議定書締約先進国 京都議定書第２約束期間の目標
３つの指標 ＊世界全体で2050年に2000年比50％削減

＊今後10~15年に世界で排出ピーク
＊先進国は2020年に90年比25～40％削減

米国以外
の先進国

米国 主要排出
途上国

途上国

ＣＯＰ１３

ＣＯＰ／ＭＯＰ３
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1990 2010 2030 2050 2100 年2000 2020 2040
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日本
2008-12年
6%削減
(基準年比)

40%

20%

0%

温室効果ガス排出量
基準年＝100%

120%

日本
2020年
30%削減
(基準年比)

日本
2050年
60-80%削減
(基準年比)

世界
2020年まで
増加から減少へ

世界
2050年
50%削減
(基準年比)

世界で半減！に向けた日本の中・長期目標
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GHGを2020年までに
現在より
１億5千万ｔCO2又は
20％削減

環境省発表
（2007年4月）カナダ

工業化以前か
ら2℃未満に抑
制

GHG濃度を
550ｐｐｍ以下に
抑制

GHG排出量を2020年
までに増加から減少に
2050年までに1990年
から最低15％。約50%
削減を目指す。

先進国のＧＨＧ排出量を
1990年から2020年まで
に10-30％削減
2050年までに
60-80％削減
2020年までに独自に20%、
他の先進国の協力のもと
に30％削減

環境大臣会合結論
（2005年３月10日）
閣僚会議結論
（2007年3月）

EU

同上

CO2濃度を
450ｐｐｍ以下に
抑制

世界で30億ｔCに。
一人当たり0.5ｔCの
排出枠を提案

CO2排出量を2000年から
2050年までに
3200万ｔC削減
75％削減

気候変動問題省庁間
専門委員会
（2004年5月）

フランス

同上

CO2濃度を
550ｐｐｍ以下に
抑制

1990年から2020年まで
に
26-32％削減
2050年までに60％削減

貿易産業省
「エネルギー白書」
（2007年5月）

イギリス

工業化以前か
ら2℃未満に抑
制

ＧＨＧ濃度を
400ｐｐｍ以下に
抑制

2050年までに50%削
減

ＧＨＧ排出量を2020年
までに40％以上削減
2050年までに
60-80％削減

環境省「気候アジェンダ
２０２０」（2007年4月）ドイツ

気温上昇
の抑制幅

安定化濃度排出削減目標（世界）排出削減目標（国）機関国

表１ 中長期目標についての各国の見解
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EU
排出量取引 アメリカ

一部州が排出量取引
EUとの連結検討

カナダ
一部州が排出量取引
EUとの連結検討

ニュージーランド
排出量取引導入予定
EUとの連結検討

オーストラリア
排出量取引導入予定

ノルウェー
アイスランド

リヒテンシュタイン
EU排出量取引と連結

スイス
炭素税導入

英独伊蘭
北欧４カ国
炭素税導入

フランス
炭素税検討

気候ネットワーク作成

先進国で進む、大発電所と大工場対象の政策
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目標達成困難な目標達成計画
産業界の強い抵抗で抜本的対策の導入を先送り

• 2002年6月批准から2008年までを３段階に
ステップ・バイ・ステップ アプローチ
＝次のステップまで対策先送り

• 約束期間前の最後の評価・見直し
データ開示なし。不十分な検証

• 現行対策のままでは、大きな削減不足量
不足量は１億５０００万トン／年にも

• 不足の過半は電力・鉄鋼。しかし、経団連
自主行動計画を継続
炭素税・排出量取引などを先送り

問題の所在
✓省庁縦割りによる政策形成、産業界の強い抵抗、政治のリーダーシップ不在
✓実効性ある法的制度は単品の省エネ基準（トップランナー）のみ。
台数の増加、大型化に効果なく、排出削減に至らず
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原子力が対策先送りの口実に

• 地球温暖化対策推進大綱（98年）

– 2010年に原発電力を1997年比5割増
– 長期エネルギー需給見通し（98年）原発20基増設

• 地球温暖化対策推進大綱（02年）

– 2010年に原発電力を2000年比3割増
– 長期エネルギー需給見通し（01年）原発13基増設

• 京都議定書目標達成計画（05年）

– 原発設備利用率を87-88%に
– 長期エネルギー需給見通し（05年）原発3基増設（2基増設済）
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目達関連予算、原発立地予算が目立つ
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業務
8%

大口
180事業所
51%

鉄鋼（17工場）
13%

製油
（26工場）
3%

電力
（82発電所）
28%

化学・製紙他
（28工場）
3%

運輸（家庭）
6%

家庭
5%

廃棄物
3%

運輸（企業）
14%

産業その他
13%

セメント
（27工場）
4%

日本のCO2排出量
12億8600万トン
（2003年度）

排出主体別にみた日本のCO2排出構造

事
業
者
数
82

１億2800万人
５０００万世帯

気候ネットワークによる省エネ法情報開示資料（2003年度）、温室効果ガスインベントリなどより作成

5000事業所

産業部門



10出所：日本・EU・アメリカが気候変動枠組条約に提出した温室効果ガス排出目録（CO2
排出量）、IEA Energy balances of OECD Countries 2003-2004（GDP）より作成

• 日本は国全体としては欧州諸国と同程度
• 運輸と家庭が小さく、産業は欧米より大きい

GDP当たりCO2排出量の国際比較（購買力平価）
＜GDP（購買力平価）当たりCO2排出量の国際比較（直接排出、2004年）＞
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＜人口一人当たりのCO2排出量の国際比較（2004年）＞

出所：IEA (2006) CO2 Emissions from Fuel Combustion 1971-2004. IEA/OECD.

• 日本は先進国の中でごく平均的なレベルにとどまり、エネル
ギー・産業からの排出割合は大きい
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産業における燃料構成の国際比較

出所：IEA Energy balances of OECD Countries 2003-2004 より作成

• 先進国中、日本の産業が突出して石炭の割合が大きい

＜産業における燃料構成割合の国際比較（2004年）＞
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12.1%0.7%同基準年排出量比

15,2881,06842,320合計

（844）01,2401-11 冷媒として機器に充填されたHFCの回収等3ガス

3263063402-31 高効率照明の普及（LED照明）

4202104202-27 エネルギー供給事業者等による消費者へのエネルギー情報提供

30003002-16 省エネ法によるエネルギー管理の徹底（民生業務）

50708501-4 住宅の省エネ性能の向上

4743161,1201-3 BEMS・HEMSの普及

1,26702,5501-2 建築物の省エネ性能の向上民生

2202203002-21 クリーンエネルギー自動車の普及促進

370-123702-11 トラック輸送の効率化のうち大型化

3402903402-8 テレワーク等情報通信 交通代替の推進

360-193602-5 高度道路交通システム（ITS）の推進運輸

17001702-15 省エネ法によるエネルギー管理の徹底（産業）

3201763202-14 複数事業者の連携による省エネルギー

600-1,0974,2401-1 自主行動計画の着実な実施とフォローアップ産業

2972973001-7 コジェネ・燃料電池の導入促進等（燃料電池）

9389384,6901-6 新エネ対策（バイオマス熱利用・太陽光発電等）

7,60001,7001-5 原子力推進等電力分野のCO2排出原単位の削減エネ転

不足量不足量下位減見込量・分野

気候ネットの評価政府の評価排出削対策・施策部門

既存対策の評価に関する政府と気候ネットワーの対比
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2010年の対策不足分
約1億5000万トン

断熱基準未達成
11.7%

その他
34.0%

自主行動計画＋
原子力・電力
54.3%

2010年の対策不足分
約1億5000万トン

エネ転換
57.9%

産業
7.5%

運輸
12.6%

業務家庭・
機器他
9.1%

業務家庭・
建築基準
11.7%

非エネCO2、
メタン、N2O
1.2%

対策不足分はどこに？ ①自主行動計画・エネルギー転換
②建築物・住宅断熱基準

＜部門別＞ ＜種類別＞
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原発と石炭火発
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原発設備利用率 石炭火発設備利用率

今の政策で想定される
石炭火発設備利用率
（最近の実績通り）

電力会社想定（電力供給計
画）の石炭火発設備利用率

最近の実績で想定され
る原発設備利用率

政府目標達成計画の
原発設備利用率想定。
北陸電力臨界事故、東電柏
崎原発被災でも見直しなし
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電力エネ原単位
(業種平均)と燃料構成

CO2原単位
環境省(2004)

WWF・気候ネットワーク(2007)

エネ効率

2002年以降
実績

エネ効率

WWF・気候ネットワーク(2007)WWF・気候ネットワーク(2007)
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化石燃料価格比較（2006年度）

出典
輸入価格：税関統計
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CO2の多い石炭火発をフル稼働 異常に安い石炭価格

0.00

0.02

0.04

0.06

0.08

0.10

石炭 石油 天然ガス

C
O2
排
出
係
数
(
t
-
C
O2
/
G
J)

0

20

40

60

80

100

火
力
発
電
所
設
備
利
用
率
(
2
00
3年
度
、
%
)

CO2[t-CO2/GJ] 設備利用率[%]



19

日本の製造業のエネルギー効率の変化

出所：エネルギー・経済統計要覧（2007年版）

＜IIP（鉱工業生産指数）当たりエネルギー消費原単位の推移（1970～2005年）＞

• オイルショックの時代に効率向上（省エネ）が進んだ
• 1990年以降は停滞（やや悪化）している
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鉄鋼エネ原単位
(業種平均)と燃料構成

環境省(2004)

WWF・気候ネットワーク(2007)
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製紙エネ原単位
(業種平均)と燃料構成

環境省(2004)

WWF・気候ネットワーク(2007)WWF・気候ネットワーク(2007)
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低炭素社会ビジョン

• 大量生産・大量消費・大量廃棄・大量
エネルギー消費社会からの脱却

• 省エネ社会
– エネ消費増放置のままCCS・原子力などで
はなく、省エネ徹底と自然エネ

– 経済成長とエネルギー消費を切り離す
• 分散型・地域循環重視の社会
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途上国に便利な技術の移転（技術移転ファンド）

• 途上国の温暖化対策の条件
– 他の環境負荷を激化させない、社会問題を激化させない
– 途上国の持続可能な開発に資する

• 修繕も含めて先進国支援がなければ動かない
システムではなく、途上国内で使いこなせる
技術
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省エネ、自然エネのメリット

• 抜本対策
• 成熟技術で達成見通しや初期コストに安心・安定感
• 付加効果として、エネルギーコスト削減、地場産
業・雇用の拡大、技術開発の促進が期待される

•京都メカニズムクレジット：永遠に買い続ける。
大幅削減の展望なし。

•CCS：海底や地下の状態が不明、漏洩モニタリングも不
明。コスト増。
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対策条件：他の環境負荷、社会的問題の
ないように

原則：温暖化対策が他の環境問題、他の社会問題を引
き起こしてはならない。（将来のアセスメントにお
ける代替案比較の際にそういう欠点のある技術を含
む選択肢を削除する）

問題例）

• 大気汚染を解決しないままのディーゼル車普及（CO2排出が多少
減っても公害健康被害激化・喘息死者増）

• 巨大ダム開発

• 大規模プランテーションによるバイオマス燃料（地域循環型バイオ
マスとの違い）

• 炭素貯留

• 原子力？



26

マラケシュ合意と原子力

• CDM：途上国の持続可能な開発に資すること。原子力
は「慎む」

• 共同実施：原子力は「慎む」

• 原子力に関する国際社会の考え方を反映
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原子力発電に関する情報公開、不祥事

• 2002年以降、不祥事・事故トラブル隠し相次ぐ
• 臨界隠しのような重大問題も
• JCO事故、美浜原発死傷事故

• 信頼回復には長い年月が必要。
• 当分の間、温暖化対策を他種技術と競うのは困難で
はないか？
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地震・災害
• これまでの地震
• 全国に分布

濃尾地震(1891)

明治三陸地震津波(1896)

関東大震災(1923)

三陸地震津波(1933)

東南海地震(1944) 三河地震(1945)
南海地震(1946)

十勝沖地震(1968)

新潟地震(1964)

伊豆大島近海地震(1978)

伊豆半島沖地震(1974)

宮城県沖地震(1978)

日本海中部地震(1983)

長野県西部地震(1984)

北海道南西沖地震(1993)

十勝沖地震(1952)

兵庫県南部地震(1995)

新潟県中越地震(2004)

新潟県中越沖地震(2007)

桜島地震(1914)

八重山地震(1771)

鳥取県西部地震(2000)

能登半島地震(2007)

福井地震(1948)

北丹後地震(1927)

鳥取地震(1943)

鹿児島県北西部地震(1997)

えびの地震(1968)

石垣島南方沖地震(1998)
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地震・災害

• 日本中に活断層
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結論

• 気候系生態系の悪影響防止には、抜本的な対策・政
策強化が必要。

• 大量生産、大量エネルギー消費のままではなく、省
エネ・省資源・スモールシステムが必要

• 原子力はトラブルやそれに伴う不正・トラブル隠し
などで完全に信頼を失った。信頼回復には長い時間
と実績が必要→他の温暖化防止技術と競うのは当分
難しいのではないか。


